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教えて &Q A組合税務

相談室

税理士 山本 善通 氏
　当組合は、共同購買事業を主事業としており、消費税法上の課税事業者であり
ます。インボイス制度が開始されますが、公共交通機関を利用するに当たり、従
来と同様の対応でよろしいですか？

消費税インボイス制度　Ⅲ

【概要】
　令和５年10月１日より開始されるインボイス制度では、仕入税額控除の適用を受ける場合、原則、買手
は一定の事項を記載した帳簿及び請求書等の保存が必要となります。

～令和５年９月
【区分記載請求書等保存方式】

令和５年10月～
【適格請求書等保存方式】
（いわゆるインボイス制度）

帳 簿 一定の事項が記載された帳簿の保存 区分記載請求書等保存方式と同様
請求書等 区分記載請求書等の保存 適格請求書（いわゆるインボイス）等の保存

【適格請求書の交付義務】
　適格請求書発行事業者には、国内において課税資産の譲渡等を行った場合に、相手方（課税事業者に
限ります。）からの求めに応じて適格請求書の交付義務が課されています（新消法57の４①）。
　ただし、次の取引は、適格請求書発行事業者が行う事業の性質上、適格請求書を交付することが困難
なため、適格請求書の交付義務が免除されます（新消令70の９②）。
① 　３万円未満の公共交通機関（船舶、バス又は鉄道）による旅客の運送（以下「公共交通機関特例」

といいます。）
② 　出荷者等が卸売市場において行う生鮮食料品等の販売（出荷者から委託を受けた受託者が卸売の業

務として行うものに限ります。）
③ 　生産者が農業協同組合、漁業協同組合又は森林組合等に委託して行う農林水産物の販売（無条件

委託方式かつ共同計算方式により生産者を特定せずに行うものに限ります。）
④ 　３万円未満の自動販売機及び自動サービス機により行われる商品の販売等（以下「自動販売機特例」

といいます。）
⑤ 　郵便切手類のみを対価とする郵便・貨物サービス（郵便ポストに差し出されたものに限ります。）

〈３万円未満の公共交通機関特例について〉
　適格請求書の交付義務が免除される公共交通機関特例の対象となるのは、３万円未満の公共交通機関
による旅客の運送です（新消令70の９②一）。
　この３万円未満の公共交通機関による旅客の運送かどうかは、１回の取引の税込価額が３万円未満かど
うかで判定します（インボイス通達３-９）。したがって、１商品（切符1枚）ごとの金額や、月まとめ等の
金額で判定することにはなりません。

【具体例】
　東京-新大阪間の新幹線の大人運賃が13,000円であり、４人分の運送役務の提供を行う場
合には、４人分の52,000円で判定することとなります。
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